
平成 2 4, 年 2 月定例会 

  

案 巨 / 説 明 資 料 

予算に関する   説明書 

  ( 平成 2 4 年度当初予算等関係 ) 

行政監察 監 

求 各事業の説明資料の「本年良の 欄は来年度の 当初計上 領 

「双年良の欄は 今年度の 6 月補正後予算額 

「 比 勒の欄は「本年南一「双年 皮 の 額 

* ト一 タ ルコストについて 

ト一 タ ルコストは、 事業ごとに事業費と 人件費を @ 体としたコストを 表します。 あ くまで、 

費用対効果を 判断するための 参考表記ですので、 職員定数と厳密には『喫していません。 

また、 人役については、 表示単位未満四捨五入で 鮪 しており、 結果㈹． 0 人役となるもの 

については、 人件費を 0 としています。 
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議案 第 Ⅰ 号   当初予算説明資料総括表・ 

行政監察 監 禅位牙門 ) 

財 源 内 訳 
課 名 本年度 前年度 比 較 備き 

国庫支出金起 債 その他 一般財源 

( 一般会計 ) 

行政監察課 20l.0l4 202,286 A@ 1,272 4@ 201,010 

公益法人・団体指導 轄 8,616 8.636 A@ 20 10 8,606 

工事検査課 8,270 8,251 19 10 8,260 

ム 言 + 2@7900 219173 A@ 1 273 24@ 217876 

く 説 明 ノ   

県 における行政事務に 係る監察等，知事の 所管に属する 公益法人等の 運 
営及び農林水産業団体の 業務、 会計についての 検査・監督並びに 県等 が行   
う 各種建設工事の 検査・評価を 行うための経費。 

  

-l 一 



平成 24 年度一般会計当初予算説明 資 ・ 料 

2 款 総務費 

1 項 総務管理費 行政監察課 ( 内線 : 7 8 2 6) 
f 冨 一般管理費 ( 単位 : 千円 ) 

財 源 内 訳 

事 業 者 度 木 年 産 前 ・月 年 比較 国庫支出金起債その 他一般財源 
備考 

職員人件費 189 。 288 190,557@ A) ・ 269 ㎎ 9 。 288 

事業内容の説明 

一般職の職員 (2 T 名 ) の人件費 

行政監察業務 2 。 0 Ⅱ l 『 go8 153                   2,057   
ト一 タ ルコスト は， 739 千円 ( 前年度 l5.488 千円 ) 睡 職員 : l.7 人、 非常勤職員 :0 づ 川 

主な業務内容 行政監察 ( 調査 ) 、 業務改善ヘルプラインの 運営等 

工程表の賎目標 ( 指標 ) 
・公正、 公平、 効率的かつ効果的な 行政運営の確保 
・職員が安心して 公正な姿勢で 職務に専念できる 環境の整備 

事業内容の説明 

l 事業の目的・ 概要 
本来の業務担当課とほ 異なる立場から、 行政監察や業務改善ヘルプラインへの 対応等を行 う ことによ 

り、 透明性が高く、 適正かっ効率的な 行政運営に資する。 

2 主な事業内容 
・行政監察 

具 における行政業務等 P あ り方について、 課題を決めて 重点的・個別的に 監察を実施する。 

・業務改善ヘルプライン 
職員が業務を 行 う 中で気がっいた、 正すべき点や 改善すべき点等を、 実際の改善につなげるため、 

通常の業務ラインとは 別に窓口を設置している。 

・不正経理に 関する外部通報窓口 
適正な会計処理の 確保のため、 県の物品調達に 係る不正経理に 関する外部通報窓口を 設置している。 

内水面利用調整委 
592 771 ム l79 592 

員会業務 

ト一 タ ルコスト @,397 千円 ( 前年度 l,570 千円 ) ) [ 正職員 :0 コ人 l 
主な業務内容 内水面利用調整委員会の 運営 ( 資料作成、 連絡調整、 会議運営、 関係庶務 ) 

i% の 蛾 目標 (       内水面利用に 関する争いの 迅速かつ適正な 解決 

事業内容の説明 

@  事業の目的・ 概要 
漁業権 とその他の内水面の 利用等との争いについて．実情に 即した迅速かっ 適正な解決を 図ることを 目 

的とした r 内水面利用調整委員会 J を 開催する。 

2 主な事業内容 
争いの当事者双方又は 一方からの申請に 基づいて、 第三者の立場からあ っせん又は仲裁を 行う。 

  

一 2 一 



平成 2 4 年度一般会計当初予算説明 資 ・ 料 

2 款 総務費 

1 項 総務管理費 行政監察課 ( 内線 : 7 8 2 6) 
1 目 一般管理費 ( 単位 : 千円 ) 

財 源 内 訳 
事 業 者 本年度 前年度 比較 国庫支出金起債その 他．一般財源 備考 

監査業務 9, 073 9,050 23 9,073 

ト一 タ ルコスト l9,533 千円 ( 前年度 l9,434 千円 ) ) 匝 職員 : l.3 刈 

唾棄森内奏 @ 包括外部監査の 契約、 包括外部監査及 び 監査委員監査の 報告に対する 措置結果のとりま 
@ とめ 

工程表の賊目標 鮨は ) l 適正、 効率的かつ効果的な 行政運営の確保 

事業内容の説明 

l 事業の目的・ 概要 
包括外部監査人との 契約並びに包括外部監査及び 監査委員監査の 結果報告に対する 各部局の処理方針 

等のとりまとめと 監査委員への 通知、 各部局等の措置の フ オローを行う。 

2 主な事業内容 
(1) 包括外部監査 

監査機能の専門性・ 独立性の強化のため、 外部監査人と 包括外部監査契約を 締結し、 包括外部監査 

を委託する。 
外部監査人からの 監査結果報告に 対する各部局の 処理方針等をとりまとめ、 監査委員へ通知し、 検 

討事項とされたもの 等について措置が 完了するまでフォロ ー を行う。 

・近年の包括外部監査のテーマ 
平成 ?,3 年度一道路事業に 係る用地に関する 財務事務の執行について 

平成 2 2 年度一農業に 係る補助金・ 負担金及 び 交付金に関する 財務事務の執行について 

平成 2 1 年度一財団法人鳥取県産業振興機構の 組織及び運営 

(2) 監査委員監査 
監査委員監査 ( 定期監査、 行政監査及び 財政的援助団体等監査等 ) の監査結果報告に 対する各部局 

の 処理方針等をとりまとめ、 監査委員へ通知し、 検討事項とされたもの 等について措置が 完了するま 

でフォローを 行う。 

一 S- 
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2
 1 項 総務管理費 公益法人・団体指導 課 ( 内線 : 7 8 8 4) 

l2 目 諸 費 ( 単位 : 千円 ) 

財 源 内 訳 

事 業 名 本年度 前年度 比 較 国庫支出金起債その 他一般財源 
備考 

公益法人管理事務費 2,645 2. 6% ム 20 G 淵 )   2,635 
ト一 タ ルコスト 40.46l 千円 ( 前年度 40.209 千円 ) ) 匝 職員 : 4.7 刈 

主な業務内容 特例民法法人の 指導監督．新公益法人制度に 係る事務、 宗教法人の管理 

，指導監督を 通じた特例民法法人等の 適正な事業運営の 確保 

・某所管の特例民法法人について、 新公益法人制度への 法人自治を尊重した 円滑な移行 

工程表の政策目標指標 @ の 推進 
・監督等を通じた 公益社団・財団法人の 適正な公益社団，財団法人として 相応しい 事諜   

l 運営の確保 

事業内容の説明 

l 事業の目的・ 概要 
特例民法法人 ( 社団法人及 び 財団法人 ) の指導監督事務、 新公益法人制度に 係る事務、 宗教法人に係る 

規則認証等の 事務を行うことにより、 特例民法法人等の 適正な運営の 確保を図る。 

2 主な事業内容 

区 分 内 容 

特例民法法人事務   ・定款変更等の 立入検査の実施政 許認可，届出報告書類の ぴ 指導監督事務等 管理、 法人情報の調査及び 整理、 

新公益法人制度事務 ・公益認定の 特例民法法人の 審査等を行う 移行に係る事双相談、 鳥取県公益認定等審議会の 制度改革内容の 運営、 周知等の事務 

宗教法人事務 
・設立、 規則変更及び 解散等の認証、 事務所備付書類管理等の 事務、 
登録免許税非課税証明 

[ 参 考 l 
1 所要経費 

・特例民法法人事務 1, 0 f6 5 千円 

・新公益法人制度事務 1, 0 9 3 千円 
，宗教法人事務 4 R 7 千円 

2 県所管特例民法法人等の 新公益法人制度への 移行等の状況 ( 平成 U4 年 i 月末現 田 

平成 沖午 
2W 年度までの異動 

平成 れ年 
ね 年度中の異動 ( 見込み ) 平成 24 年 

4 月 l 日 
4 月 @ 日 

区分 
計 現在特例 

公益へ 一般へ 解散 現在特例 は月 民法法人数 現在特例 @ 日 公益へ 移行 一般へ 移行 俺等 民法法人数 
移行 移行 等 計 。 - 民法法人数 

硯込利 

  151 り 222 てり 8@ 13 138 14 1 ll 2  27 Ill 

( 注 ) 国と 県の共管法人及び 国に申請した 法人を含む。 



平成 2 4 年度Ⅰ 般 会計当初予算説明資料 

6 款 農林水産業費 

1 項 農業費 公益法人・団体指導 課 ( 内線 : 7 3 2 9) 
l 日   農業総務費 ( 単位 : 千円 ) 

財 源 内 訳 

事 業 者 本年度 度 前 年 比較 国庫支出金起債その 他一般財源 
備考 

協同組合等検査事業 5. g7l 5 。 gl.i   5,971 

ト一 タ ルコスト 58.m70 千円 ( 前年度 57.893 千円 ) ) [ 正職員 : 6.5 人、 非常勤職員 : 0 ． 5 人 l 

主な業務内容 農林水産業団体の 検査 

唯表 の脇目標 [ ほ ㈲ 検査を通じた 農協等団体の 適正な事業運営の 確保 

事業内容の説明 

l 事業の目的・ 概要   
農業協同組合法、 森林組合法、 水産業協同組合法及び 農業災害補償法に 基づき、 農林水産業団体の 業務、 

会計について 検査を行うことにより、 組合員の利益を 保全するとともに．団体の 健全な発展を 図る。 
また、 検査に当たっては．公認会計士及び 金融機関 OB を外部検査員 ( 非常勤職員 ) に任用し，その 充 

実を図る。 

2 主な事業内容 
平成 2 4. 年度検査実施計画 

区 分 検査実施組合 実施方法 主な検査項目 

農業協同組合 [5 組合 l 鳥取 鳥取西部、 い なば、 鳥取県畜産 鳥取中央・ 現物検査、 事後確認検査 本検査、 ・法令等の遵守、 経営管理、 財務と会 
計 、 内部けんせ い 、 資産査定 

[4 組合 l 

森林組合 
八頭中央、 鳥取県中部、 現物検査、 本検査 ・法令等の連年、 財務と会計、 内部 け 
鳥取日野、 日南町 んせい 

[8 組合 l 
[4 組合 l 

鳥取県漁協， 田 後、 現物検査、 本検査 ・法令等の遵守、 財務と会計，内部 け 
んせい 

水産業協同組合 Ⅱ 2 組合 l 米子市、 日野川水系等 [7 組合 l 合 度 鳥取東部、 [ 業 3 兵 組 済 台 組 l 伯者 鳥取県中部、 現物検査、 本検査・法令等の 遵守、 財務と会計、 内部 け 
ん せ い 

[3 組合 l 

[ 参 考 l 所要経費 
・検査事務 3, 2 B 9 千円 

・外部検査員活用 2, 7 0 2 千円 



平成 24 年度一般会計当初予算説明資料 
2 款 総務費 

1 項 総務管理費 工事検査課 ( 内線 : 7 0 6 6) 

@  事業の目的・ 概要 
県が施行する 建設工事及び 県が補助する 建設工事の検査等を 行い、 工事請負契約の 適正な履行を 確保す 

2 主な事業内容 
建設工事の品質 按 金性．耐久性 ) を 確保するため．次の 検査等を行う。 

・適正な執行を 確保するため、 工事中に行 う 中間検査 
・工事の完成を 確認するための 完成検査 
・請負契約の 解除時において、 工事の出来 形 部分を確認するための 出来 形 検査 
・工事成績の 評定 
・各地方機関及び 関係団体等との 連絡調整及び 研修・説明会の 開催 

公共事業評価推進 

事業 
l. 274 ll S7g A105 l, 274 

ト一 タ ルコスト 6,l02 千円 ( 前年度 6,lIV 千円 ) ) @ 職員 :0 ・ 6 乃 

主な業務内容 公共事業評価委員会の 運営 ( 資料作成、 連絡調整，会議運営、 関係庶務 ) 

Im 表のぬ兼日 は鮨渤 第三者の視点から 見て妥当性や 信頼性を欠く 公共事業執行の 見直し 

事業内容の説明 

@  事業の目的・ 概要 
県が実施する 公共事業について、 第三者の視点で 客観的な評価を 行い、 事業の効果的・ 効率的かっ適正 

な 執行を図る。 

2 主な事業内容 
鳥取県公共事業評価委員会において、 次の事項等を 調査審議する。 

・公共事業の 再評価に関すること 

・公共事業の 事前評価に関すること 

  

一 6 一 



平成 2 4 年度 当初予算歳入歳出事項 別 明細書 ( 行政監察 監 ) 

l 円 l 一 般 財 下                                                                       2.6351@ 14.l2B.040l よ gJ Ⅱ   S.g711   

-7 一 



節 の 明 細 

        報 酬   非常勤職員   3 人   

一 8 一   



議案第 8 6 号 ( その他 ) 行政監察課 

区 

包括外部監査契約の 締結について 

分 

@  提出理由 

地方自治法 ( 昭和 2 2 年法律第 6 7 号 ) 第 2 h 2 条の 2 7 第 2 項に規定する 包括外部監 

査 契約を締結するため、 同法第 2 5 2 条の 3 6 第 1 項の規定により、 本 議会の議決を 求め 

提 るものであ る。 

出 2 概 要 

(1) 契約の相手方 

理 住 所 鳥取市東 W 三丁目 2 6 7 番地 

氏 名 山崎安道 

由 資 格 税理士 

及 (2) 契約の姶 期 

平成 2 4 年 4 月 9 日 

び 

(3) 費用の算定方法 

・ 概 8, 9 0 0. 0 0 0 円を上限として．執務費用及び 実費の額を合算して 算定する。 

要 (4) 費用の支払方法 

監査の結果に 関する報告の 提出後に支払う。 ただし、 契約の相手方から 請求があ っ 

たときほ、 必要に応じ、 執務費用及び 実費に相当する 金額の範囲内で 概算弘を行 う 。 


